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国立大学法人金沢大学中期計画 

 

（文部科学大臣認可：平成２２年３月３１日） 

（一部変更認可：平成２３年３月３１日） 

（一部変更認可：平成２４年３月３０日） 

（一部変更認可：平成２５年３月２９日） 

（一部変更認可：平成２６年３月３１日） 

（一部変更認可：平成２７年３月３１日） 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

【アドミッション・ポリシーに基づく入学者選抜等】 

＜学士課程＞ 
○ 各学類の入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に応じた効果的な学生募集

を展開するとともに，AO 入試・推薦入試等多様な入学者選抜方法を含めた現行の入

学者選抜方法の見直しを進める。 
＜大学院課程＞ 
○ 各研究科・専攻のホームページの充実や大学院説明会等を通じて，各方面における

入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）の認知度を高めるとともに，効果的な

大学院生募集を展開し，社会人・留学生の入学者を増加させる。 

【教育課程】 

＜学士課程・教養教育＞ 

○ コア・カリキュラム型の教養教育を進展させ，学士教育全体並びに各学域・学類の

基盤となる科目を提供するとともに，幅広い知識や現代的な教養に関する科目を充実

する。また，言語（日本語及び外国語）運用能力や情報リテラシーに優れた学生を育

成するためのカリキュラムを開発する。さらに，国際感覚と倫理観を有する人間性豊

かな人材を育成するため，金沢大学＜グローバル＞スタンダード（ＫＵＧＳ）を定め，

共通教育における既存の 1,100 以上の科目全てを見直し， 総合科目やテーマ別科目，

一般科目を 30 のＧＳ科目に集約する等，教育カリキュラムの再編に取り組む。 
○ 運営においては，科目の配当や体系，全学出動体制を発展的に見直し，金沢大学＜

グローバル＞スタンダードに基づく教育の実践に向け，全学責任体制によるスーパー

グローバル大学にふさわしい共通教育の実施体制として，国際基幹教育院の整備を進

める。 
＜学士課程・専門教育＞ 
○ ３学域・16 学類の教育課程編成方針（カリキュラム・ポリシー）を定め，教育プ

ログラムを策定することにより，専門性と学際性を育む複線型教育を行う。 
○ 学域共通科目を整備し,学類の枠を越えた学域として共有すべき素養を涵養する。 
○ 現代的課題の一である環境問題に関する見識を備えた人材を育成するため，学士課

程（教養教育・専門教育）及び大学院博士前期課程に，それぞれの課程に応じた環境

教育のプログラムを構築する。 
＜大学院課程・博士前期課程及び修士課程＞ 
○ 各研究科の教育課程編成方針（カリキュラム・ポリシー）を定め，それに応じた学

位取得のための効果的な教育プログラムを提供する。それにより，教育を充実させ，

学位の質を保証する。 
＜大学院課程・博士後期課程及び博士課程＞ 
○ 各研究科の教育課程編成方針(カリキュラム・ポリシー)を定め，それに応じた学位
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取得のための効果的な教育プログラムを提供する。それにより，学位取得率を一層向

上させるとともに，学位の質を保証する。 
＜専門職大学院課程・法務研究科＞ 
○ 入学定員の削減と短縮コースの定員化について，入学者選抜における競争性確保と

いう観点から検証する。また，修了者の質の保証という観点から，少人数教育を充実

し，進級にあたりＧＰＡによる総合評価を行うとともに，より厳格な成績評価を実施

する。 
【教育方法】 

＜学士課程＞ 
○ 授業の目的に応じて授業形態を多様化し，少人数教育や TA（ティーチング・アシ

スタント）の活用を推進する。 
○ アドバイス教員が学生の履修計画をアドバイスすることにより，学生が学域・学類

の教育プログラムの下で体系的に学ぶことができるように，卒業に至るまで指導する

システムを拡充する。 
○ 学生の主体性を涵養するカリキュラム・教育方法・学修支援環境の統合的な改革の

一環として，アクティブ・ラーニングを取り入れた授業を充実するとともに，アクテ

ィブ・ラーニング・アドバイザー制度を創設する。 
＜大学院課程＞ 
○ 複数の指導教員により，個々の大学院生の研究課題に対応した履修指導を行う。 
○ 社会人・留学生の大学院生を指導するための教育方法・授業方法の改善に取り組む。 

【成績評価】 

○ 学士課程では，各学類が付与し得る学力の目標を確立するとともに，それを各学類

の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）として定め，それに基づいて成績評価を行

う。 
○ 大学院課程では，各研究科の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を定め，それ

に基づいて成績評価を行う。 
 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

【教職員の配置】 

○ ＩＣＴ教育推進担当の教職員が，ＩＣＴの特長を生かした教育サービスを全学的に

提供する体制を整備する。 
○ 教員の教育能力の向上を目的とするＦＤを定期的に開催する。また，職員の教育支

援能力の向上を目的とするＳＤを定期的に開催し，関連するＦＤに職員も積極的に参

加する体制を整える。 
【教育環境の整備】 

○ アカンサスポータル（学務や学習に関する情報を入手できる本学独自のワンストッ

プサービスのサイト）を拡充することにより，多種の教育と多様な学生に対して，Ｉ

ＣＴの特長を生かした教育サービスを提供する。 
○ 次世代を担う優秀な大学院生に対し，総合性及び分野融合的視点を備えた研究者と

しての基礎力や国際性を醸成させるため，平成 27 年度に「新学術創成研究機構」を

創設し，がん進展制御研究やバイオ・創薬分野などの本学に優位性のある研究分野を

基に，若手研究者と大学院生を中心としたチームによるプロジェクト研究を推進する

等，既存の教育組織及び教員組織の枠を超えた教育研究環境を整備する。 
【教育の質を改善するためのシステム】 

○ 卒業時における学力の達成度を評価し，在学生の学力向上にフィードバックさせる

システムを開発する。 
○ 学生及び大学院生による授業評価や教育効果・学習成果についての教員を対象とす



 3

るアンケートを活用し，教員の教育能力の向上を支援するシステムを強化する。 
○ 学修の定量的評価を行うため，ポートフォリオの設計に着手する。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

【学生への学習支援，生活支援】 

○ 学生に加えて，大学院生を対象とした奨学金制度を導入し，学長研究奨励費や海外

語学研修制度と統合した新たな奨学・奨励制度を整備する。また，経済的理由で進学・

修学が困難になった学生・大学院生に対する財政支援制度を導入する。 
○ 各学域・学類及び保健管理センター等が連携し，学生の学習・生活及び心のケアを

含めた健康相談体制を拡充する。 
○ 隔年実施している学生生活実態調査の分析等を踏まえながら，多様なニーズを持つ

学生に対する適切な支援を行う。 
【障がいのある学生に対する配慮】 

○ 障がいのある学生及び障がいのある学生の支援に直接携わる教職員をサポートす

る全学的な体制を整備する。 
【キャリア形成支援】 

○ キャリア教育を強化するとともに，学生及び大学院生の就職支援体制を更に充実さ

せるため，就職支援室を改組・拡充する。 
【外国人留学生の受入れ及び支援】 

○ 協定校との交流や多様な留学プログラム等，外国人留学生の受入計画を立案・実行

するとともに，外国人留学生の日本語学習支援，生活支援及びキャリア形成支援を充

実する。 
 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

○ 各研究域，がん進展制御研究所及び研究を主たる業務とするセンターは，第一期中

期目標・中期計画期間中に実施された各種の評価の結果を踏まえ，世界に通用する高

度な学術研究を組織的に推進する。 
○ 各研究域に，先進的研究拠点の中核としての研究センターを時限付きで設置する。 
○ 少数の研究者で構成され，所属組織にとらわれない研究プロジェクトチームを立ち

上げ，先進的研究拠点のシーズを形成する。 
○ 能登半島を中心とした総合的・多角的な地域研究を推進し，特色ある地域研究の拠

点を形成する。 
○ 科学研究費補助金の年間採択件数について，中期計画開始時比で実質 10％程度の

増加を目指し，その方策を検討し実施するとともに，その他の競争的研究資金の採択

件数を増加させる。 
○ 学術論文数・学術書の出版件数を増加させる。 
○ 研究体制強化のための環境を整備し，共同研究，受託研究の件数を増加させる。 
○ 発明届出件数，特許実施許諾件数，研究成果出版件数を増加させることにより，研

究成果を社会に還元する。 
 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

○ 大学全体の研究力強化を図るため，優れた研究力を有する教員が研究に専念できる

リサーチプロフェッサー制度を導入する。 
○ 優秀な若手人材の確保と育成のための仕組みを構築する。 
○ 海外に若手研究者を派遣する制度を構築し，国際性豊かな人材を育成する。 
○ 国際的に卓越した研究者等から成る研究アドバイザリーボードを設置し，研究に関
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する評価と助言を得る。 
○ 優秀な女性研究者の確保と育成のための研究環境の整備及び制度の構築を行う。 
○ がん進展制御研究やバイオ・創薬分野など，本学に優位性のある研究分野を基に，

平成 27 年度に，新たな先進的研究拠点として「新学術創成研究機構」を創設する。

また，同機構内に「研究コア」を設け，学長のリーダーシップの下，戦略的かつ重点

的な資源配分により，世界一線級の研究者をリサーチプロフェッサーとして招へいす

るとともに，リサーチアドミニストレーター（URA）を配置し，分野融合型の研究

を推進する。 
○ 全学共用研究スペースを確保し，必要なところへの重点的配分を推進するため，全

学共用研究スペースの確保・配分を調整する権限を付与した組織を設立する。 
○ 設備整備に関するマスタープランに基づき，学術研究・技術開発に必要な研究設備

を計画的に整備する。  
○ 学術研究に必要な学術情報基盤を整備するとともに，「金沢大学学術情報リポジト

リ（ＫＵＲＡ）」の拡充により本学の研究成果を国内外に発信するなど，研究支援機

能を強化する。 
 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

○ 産業界，行政機関及び地域の大学と一体となり産学官連携活動を強化する。 
○ イノベーション創出に関する活動を通して獲得した種々の情報を学内外へフィー

ドバックし，新たな地域ニーズに対応できる仕組みを構築する。 
○ 自治体や民間組織等との連携事業，その他本学の研究成果を活用した事業の展開を

通じて，地域の活性化及び地域再生に貢献する。 
○ ユネスコ・スクール及び初等中等教育における持続可能な開発のための教育（ＥＳ

Ｄ）を支援する。 
〇 地域を志向した教育・研究を推進するため，地域コミュニティの中核的存在として，

地域の感性を備えた人材育成を目指した教育カリキュラムの改革に着手するととも

に，地域と協働し，地域の課題解決，地域振興等に係る取組を組織的に推進する。 
○ 県内高等教育機関及び石川県等が連携する「大学コンソーシアム石川」の中核を担

う「いしかわシティカレッジ事業」に積極的に参画・主導し，本学の人材・知的財産

等を活用して，その教育プログラム等の充実やＩＣＴ化等の整備拡充を支援する。 
○ 本学の知的資源を収集・保存・公開し，共同研究・学際研究の推進，産学官連携，

公開講座，研修会等に役立てる。 
○ 「健康増進科学センター」を活用し，地域住民の健康増進のための活動を推進する。 

 

（２）国際化に関する目標を達成するための措置 

○ 教育の国際競争力の強化及び外国人留学生の受入増加に対応するため，授業形態の

多様化及び教育内容を充実する。 
○ 学生の海外留学増加に向けた施策を講じる。 
○ 我が国のグローバル化を牽引するため，スーパーグローバル大学創成支援「徹底し

た国際化による，グローバル社会を牽引する人材育成と金沢大学ブランドの確立」事

業において，これまでのグローバル化に係る取組の実績を基に，更に先導的な取組に

挑戦する。特に，金沢大学＜グローバル＞スタンダード（ＫＵＧＳ）に基づく教育の

実践に向け，共通教育における既存の 1,100 以上の科目全てを見直し，総合科目や

テーマ別科目，一般科目を 30 のＧＳ科目に集約する等，教育カリキュラムの再編に

取り組むとともに，これまでの共通教育の実施体制を抜本的に見直し，その実施主体

となる国際基幹教育院の整備を進める。また，研究力の強化により国際競争力を高め
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るため，リサーチプロフェッサー制度を導入し，30 名程度を配置する。 
○ 国際公募の実施を含め外国人教員増加のための学内体制を整備する。 
○ 国際交流のための情報発信や窓口となる海外分室（リエゾン・オフィス）を整備・

拡充し，教育・研究の国際展開を支援する。 
○ 教育・研究の海外の拠点となる重点交流協定校を含め，海外の大学・研究機関との

国際的に共同した教育・研究を推進するとともに，海外との学生交流・学術交流を強

化する。また，平成 27 年度に創設する「新学術創成研究機構」において，国際的学

術コミュニティとのネットワークを強化し，世界一線級の研究者をリサーチプロフェ

ッサーとして招へいするとともに，研究者等の海外派遣を行うなど，国際頭脳循環に

よる人材育成を推進する。 
 

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置 

○  附属病院が中心となり地域連携クリニカルパス，並びに疾患ごとのクリニカルパス

を構築し運用する。 
○ 地域医療に関する医学教育を充実させる。 
○ 医師，コ・メディカル等の医療人を横断する安全教育及び専門教育を実施する。 
○ 卒前教育と卒後教育の一体的な魅力ある教育プログラムを構築する。 
○ 橋渡し研究（トランスレーショナルリサーチ）を充実させ，先進医療の提供につな

げる。 
○ 医療スタッフを確保するため，キャリアシステムを構築する。 

 

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置 

○ 幼・小・中・高・特別支援を擁する附属学校園としての利点を生かし，教育の今日

的課題へのアプローチをテーマにした実証的教育研究を推進する。 
○ 附属学校園及び学校教育学類が一体となって，21 世紀教育を牽引していく担い手

を育成する体制を整備・充実する。 
○ 地域の教育界との連携協力のより望ましい在り方を模索しながら，人事交流・研修

協力・研究協力等を通して「教育モデル校」として，地域の教員の資質・能力の向上，

教育活動を推進する。 
○ スーパーグローバルハイスクールとして，シームレスな高大連携により，イノベー

ションで世界を変えるグローバル・リーダーを育成するための一貫した課題研究カリ

キュラムを開発する。 
 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

○ 平成 20年度において教員養成系を含めて入学定員や組織について見直し改組した

学域・研究域，及び大学院については，活動・運営に関する適正な評価を行い，必要

に応じて入学定員の見直しや組織等についての改組及びそれに伴う戦略的な人員配

置を行う。 
○ 教育・研究に携わるセンター等については，活動・運営について適正な評価を行い，

その使命や目的に応じた改組・新規設置等及びそれに伴う戦略的な人員配置を行う。 
○ がん進展制御研究所は共同研究を推進し，共同研究拠点を目指す。 
○ 本学，千葉大学及び長崎大学の有する強み・特色を活かし，健康・医療・環境に関

する地球規模の課題を解決に導く人間性豊かな人材の育成・輩出を担う共同大学院の

設置を目指し，教育研究環境を整備する。 
○ 本学の強みを活かした分野融合型の研究を推進するとともに若手研究人材の育成

を図るため，学長のリーダーシップの下，戦略的かつ重点的な資源の再配分により，
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分野融合型新研究科の創設やがん進展制御研究所の機能強化に向けた制度設計を行

う。 
○ 教員について，弾力的な勤務形態を導入するため，キャリアパス制度を整備する。 
○ 事務職員について，国立大学法人等職員採用試験のほか，語学や情報処理等専門的

知識や技術・経験を有する人材確保のため，柔軟な選考方法を導入する。 
○ ＩＣＴを活用した教職員の自主的な研修を支援するための環境を整備する。 
○ 教員の資質能力を向上させるため，個々の教員が自己点検・自己評価を行うととも

に，教員評価制度を用いて評価を行う。 
○ 教員の教育研究能力の向上に資するため，サバティカル制度等を整備し，活用する。 
○ 教育改革・研究力強化の実現に向けた教員人事制度改革の一環として，優秀な人材

を確保し教育研究活動を活性化するため，人事・給与システムの弾力化に取り組む。

特に，年俸制については，退職金にかかる運営費交付金の積算対象となる教員に対し，

業績評価を前提とした制度を導入し，年俸制導入等に関する計画に基づき促進する。 
○ 若手教員の雇用に関する計画に基づき，退職金に係る運営費交付金の積算対象とな

る教員として，若手教員の雇用を促進するため，リサーチプロフェッサー制度を活用

し，40 歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大する。 
○ 情報戦略本部が策定する情報施策を着実かつ効率的に実施し，情報化の推進に係わ

る学内組織の連携・協働体制を充実・強化する。 
 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

○ 業務・運営に関する点検・評価を行うとともに，柔軟な組織編成及び人員配置並び

に必要に応じた業務の外部委託，北陸地域の国立大学法人間の連携を推進し，事務組

織を一層活性化する。 
○ 事務データの一元化・情報化により事務情報システムを高度化し，業務の効率化・

合理化を進める。 
 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

○ インセンティブ制度等の充実により，外部研究資金獲得額を増加させる。 
○ 卒業生，民間企業等との連携を密にして，金沢大学基金を充実する。 
○ 大学の保有する資産を活用して，自己収入を得る。 
○ 附属病院における薬品及び医療材料の使用について，正確に把握できるシステムを

構築し，効率的な経営を進める。 
 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

○ 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18
年法律第 47 号）に基づき，国家公務員に準じた人件費改革に取り組み，平成 18 年

度からの５年間において，△５％以上の人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と

構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）に基づき，国家公

務員の改革を踏まえ，人件費改革を平成 23 年度まで継続する。 
 

（２）人件費以外の経費の削減 

○ 業務の見直し，節約及びリサイクルを徹底することにより，経費を抑制する。 
○ 「節約点検チーム」の活動を徹底し，経費節減を推進する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 
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○ 教育・研究に支障のない範囲で，資産を効率的に運用する。 
○ リサイクル活動を通して，物品を有効利用する。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

○ 評価データベースを整備し，教育及び研究，組織及び運営等に関する自己点検・評

価を実施するとともに，評価結果を大学運営の改革・改善に生かすシステムを整備す

る。 
 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

○ ホームページ等により，教育，学術研究及び会議等の情報を広く発信する。 
○ 各研究域，がん進展制御研究所及び研究を主たる業務とするセンターは，研究活動

をホームページ等で公表するとともに，研究活動報告会を定期的に開催することによ

り，研究成果を積極的に発信する。 
 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

○ 教育研究環境整備の目標と方針をまとめた「金大キャンパスマスタープラン 2010
版」を策定し，良好なキャンパスを形成する施設整備を実施し，学生支援・患者サー

ビスの向上を推進する。キャンパスマスタープランは，大学改革と社会の変化に応じ，

見直し改訂する。 
○ 施設の利用状況の点検・評価を行い，評価結果を活用することにより，施設の有効

活用を行うとともに，施設の計画的な維持管理の着実な実施等の施設マネジメントを

一層推進する。 
○ 附属図書館等棟施設整備事業(角間Ⅱ)及び総合研究棟改修施設整備等事業(宝町)に
ついて，ＰＦＩ事業として確実に推進する。 

○ アクティブ・ラーニングに適した学修環境を整備する。 
○ 大学の国際化に対応するため，日本人学生と外国人留学生との混住型宿舎建設等の

環境整備を計画的に実施する。 
○ 金沢大学環境方針に従った環境基本計画に基づき，キャンパスの環境保全と改善に

努め，適切な環境マネジメントを実施する。環境基本計画は，大学改革と社会の変化

に応じて見直し改訂する。 
○ 中・長期のＩＣＴインフラ整備及びキャンパス・インテリジェント化計画を策定し，

情報セキュリティ対策の実効性ある運用を行い，教育・研究及び組織運営等に係る情

報基盤を整備する。 
 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

○ 大学の特性を踏まえた安全管理・健康管理のための体制を整備するとともに，安全

衛生教育その他の施策を推進する。 
 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

○ 教職員に対し，法令・指針の遵守に関する研修及び説明会を実施するとともに，適

正に経理等を管理・執行するため内部監査を毎年実施する。 
○ 経理等の大学業務について，監査結果が改善に反映するシステムを構築し，適正な

法人運営を推進する。 
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 
 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

○ 短期借入金の限度額 
１ 短期借入金の限度額 

４２億円 
２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として

借り入れることが想定されるため。 
 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 
１ 重要な財産を譲渡する計画 

・ 小立野地区の土地及び建物（石川県金沢市小立野２－９３３）を譲渡する。 
・ 角間地区の土地の一部（石川県金沢市角間町ニ１－１２外４，６１３．５９㎡）

を譲渡する。 
・ 小木３団地所長宿舎跡地（石川県鳳珠郡能登町字小木ソ４－３ ２４０．２９㎡）

を譲渡する。 
・ 角間地区の土地の一部（石川県金沢市角間町ア３７－７外４３９．４３㎡）を譲

渡する。 
・ 辰口２団地の土地及び建物（石川県能美市緑が丘５－２２）を譲渡する。 

２ 重要な財産を担保に供する計画 
・ 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い，附属病院の

土地及び建物を担保に供する。 
 

Ⅸ 剰余金の使途 

○ 決算において剰余金が発生した場合は， 
・ 教育研究の質の向上 
・ 診療機能の充実，強化 
・ 組織運営の改善 

に充てる。 
 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 
予定額 

（百万円）
財 源 

 

・（角間Ⅱ）附属図書館等棟施設整

備事業（ＰＦＩ事業） 

・（宝町）総合研究棟改修施設整備

等事業（ＰＦＩ事業） 

・（宝町）総合研究棟Ⅰ（医学系）

・（医病）ＭＲＩ－ＣＴ等棟改修 

 

総額 

６，０７１

 

施設整備費補助金 

 

船舶建造費補助金 

 

長期借入金 

 

（ 4,995）

（   0）

（   788）

・（医病）基幹・環境整備（支障建

物撤去等） 

 国立大学財務・経営センター 

施設費交付金 
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・小規模改修 

 

  （   288）

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目標を達成するために必要

な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備

の改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同額として試算している。な

お，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務・経営センタ

ー施設費交付金，長期借入金については，事業の進展等により所要額の変動が予想さ

れるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 

２．人事に関する計画 

（１） 教員について，弾力的な勤務形態を導入するため，キャリアパス制度を整備する。 
（２） 事務職員について，国立大学法人等職員採用試験のほか，語学や情報処理等専門的

知識や技術・経験を有する人材確保のため，柔軟な選考方法を導入する。 
（３） 教員の教育研究能力の向上に資するため，サバティカル制度等を整備し，活用する。 
（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み １３１，６６７百万円（退職手当は除く。） 
 
３．中期目標期間を超える債務負担 

（ＰＦＩ事業） 

（角間Ⅱ）附属図書館等棟施設整備事業 

・事業総額：３，４７９百万円 

・事業期間：平成１５～２９年度（１５年間） 

（単位：百万円） 

年度 

 

財源 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

中期目 

標期間 

小 計 

次 期 

以 降 

事業費 

総事業

費 

施 設 

整備費 

補助金 

169 173 176 180 184 187 1,070 386 1,456

運営費 

 

交付金 

82 79 76 72 68 64 442 117 559

 

（宝町）総合研究棟改修施設整備等事業 

・事業総額：６，５３２百万円 

・事業期間：平成１７～３０年度（１４年間） 

（単位：百万円） 

年度 

 

財源 

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

中期目 

標期間 

小 計 

次 期 

以 降 

事業費 

総事業

費 

施 設 

整備費 

補助金 

332 332 332 332 332 332 1,994 997 2,992

運営費 

 

交付金 

212 201 197 183 177 195 1,165 506 1,671
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（注１）金額はＰＦＩ事業契約に基づき計算されたものであるが，ＰＦＩ事業の進展，実施

状況及び経済情勢・経済環境の変化等による所要額の変更も想定されるため，具体的

な額については，各事業年度の予算編成過程において決定される。 
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（注２）各年度の金額，中期目標期間小計，次期以降事業費，総事業費はそれぞれの金額を

端数処理しているため，合致しない場合がある。 

 

（長期借入金） 

（単位：百万円） 

年度 

 

財源 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 

中期目

標期間

小 計

次 期 

以 降 

償還額 

総債務

 

償還額

長期借入 

金償還金 

(国立大学 

財務・経営 

センター) 

2,828 2,822 2,766 2,892 2,907 2,692 16,906 19,635 36,541

（注１）金額については，見込みであり，業務の実施状況等により変更されることもある。 

（注２）各年度の金額，中期目標期間小計，次期以降償還額，総債務償還額はそれぞれの金

額を端数処理しているため，合致しない場合がある。 

 

（リース資産） 

計画の予定なし。 

 

４．積立金の使途 

○ 前中期目標期間繰越積立金については，次の事業の財源に充てる。 
① 附属病院入院患者診療等に係る設備整備費の一部 
② その他教育，研究，診療に係る業務及びその附帯業務 
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（別紙）予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画  

                      

１．予 算 

 

平成２２年度～平成２７年度 予算 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

国立大学財務・経営センター施設費交付金 

自己収入 

授業料及び入学料検定料収入 

附属病院収入 

財産処分収入 

雑収入 

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

計 

９７，００８

４，９９５

０

２８８

１５５，５４３

３６，１６４

１１８，５８９

０

７９０

１６，５７８

７８８

２７５，２００

支出 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

施設整備費 

船舶建造費 

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

計 

２３２，４４９

１３３，９６１

９８，４８８

６，０７１

０

１６，５７８

２０，１０２

２７５，２００

 

［人件費の見積り］ 

  中期目標期間中総額 １３１，６６７百万円を支出する。（退職手当は除く。） 

 

（注１）人件費の見積りについては，平成２３年度以降は平成２２年度の人件費見積り額を

踏まえ試算している。 

（注２）退職手当については，国立大学法人金沢大学退職手当規程に基づいて支給すること

とするが，運営費交付金として交付される金額については，各事業年度の予算編成過

程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。 

（注３）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

○ 毎事業年度に交付する運営費交付金は，以下の事業区分に基づき，それぞれに対応した

数式により算定して決定する。 
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Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕 

  ①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事

業年度におけるＥ（ｙ）。 

    ・ 学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち，設置基準に基づく教員にかか

る給与費相当額及び教育研究経費相当額。 

    ・ 附属学校の教育研究に必要な教職員のうち，標準法に基づく教員にかかる給与

費相当額。 

  ②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は直前の事

業年度におけるＦ（ｙ）。 

・ 学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）

の人件費相当額及び教育研究経費。 

・ 附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究

診療経費。 

・ 附置研究所及び附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業

経費。 

・ 法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。 

・ 教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。 

 

 〔一般運営費交付金対象収入〕 

  ③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた

額及び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成２２年度入学料免除率で

算出される免除相当額及び平成２２年度授業料免除率で算出される免除相当額につ

いては除外。） 

  ④「その他収入」：検定料収入，入学料収入（入学定員超過分等），授業料収入（収容定

員超過分等）及び雑収入。平成２２年度予算額を基準とし，第２期中期目標期間中は

同額。 

 

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕 

  ⑤「特別経費」：特別経費として，当該事業年度において措置する経費。 

 

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕 

  ⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として，当該事業年度において措置する経費。 

 

Ⅳ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕 

  ⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附属病院の一般診療活動に必要となる人件

費相当額及び診療行為を行う上で必要となる経費の総額。Ｊ（ｙ－１）は直前の事業

年度におけるＪ（ｙ）。 

  ⑧「債務償還経費」：債務償還経費として，当該事業年度において措置する経費。 

 

 〔附属病院運営費交付金対象収入〕 

  ⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附属病院における診療行為によって得られ

る収入。Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。 

 

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）＋ Ｄ（ｙ） 

 

１．毎事業年度の一般運営費交付金は，以下の数式により算定する。 

  Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ） 
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 （１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数） 

 （２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数） 

         ± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ）± Ｕ（ｙ） 

 （３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

  Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。 

  Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。 

  Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③），その他収入（④）を対象。 

  Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。 

新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程にお

いて当該事業年度における具体的な額を決定する。 

  Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。 

学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を

決定する。 

  Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。 

施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を

決定する。 

 

２．毎事業年度の特別運営費交付金は，以下の数式により算定する。 

  Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

  Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお，本経費には新たな政策課題等に対応するため

に必要となる経費を含み，当該経費は各事業年度の予算編成過程において当

該事業年度における具体的な額を決定する。 

 

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は，以下の数式により算定する。 

  Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

  Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお，本経費には新たな政策課題等に対応する

ために必要となる経費を含み，当該経費は各事業年度の予算編成過程におい

て当該事業年度における具体的な額を決定する。 

 

４．毎事業年度の附属病院運営費交付金は，以下の数式により算定する。 

  Ｄ（ｙ）＝｛Ｊ（ｙ）＋ Ｋ（ｙ）｝－ Ｌ（ｙ） 

 

 （１）Ｊ（ｙ）＝ Ｊ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ） 

 （２）Ｋ（ｙ）＝ Ｋ（ｙ） 

 （３）Ｌ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

  Ｊ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。 

  Ｋ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。 

  Ｌ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。 

  Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。 

直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費の額に反映させるための調整額。
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各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を

決定する。 

  Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。 

直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入の額に反映させるための調整額。

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を

決定する。 

 

 【諸係数】 

α（アルファ）：大学改革促進係数。 

第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存事業の見

直し等を通じた大学改革を促進するための係数。 

現時点では確定していないため，便宜上平成２２年度予算編成時と同様の

考え方で△１．４％とする。 

なお，平成２３年度以降については，今後の予算編成過程において具体的

な係数値を決定する。 

β（ベータ） ：教育研究政策係数。 

物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して

必要に応じ運用するための係数。 

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値

を決定する。 

（注１）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき，一定の仮定の下に試算さ

れたものであり，各事業年度の運営費交付金については，予算編成過程において決定

される。 

なお，「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については，平成２３

年度以降は平成２２年度と同額として試算しているが，教育研究の進展等により所要

額の変動が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程にお

いて決定される。 

（注２）施設整備費補助金，国立大学財務・経営センター施設費交付金及び長期借入金収入

は，「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。 

（注３）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，平成２２年度の

受入見込額により試算した収入予定額を計上している。 

（注４）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は，版権及び特許権等収入を含む。 

（注５）業務費及び施設整備費については，中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支

出予定額を計上している。 

（注６）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は，産学連携等研究収入及び寄附金収入等

により行われる事業経費を計上している。 

（注７）長期借入金償還金については，変動要素が大きいため，平成２２年度の償還見込額

により試算した支出予定額を計上している。 

（注８）上記算定方法に基づく試算においては，「教育研究政策係数」は１とし，「政策課題

等対応補正額」，「教育研究組織調整額」，「施設面積調整額」，「一般診療経費調整額」

及び「附属病院収入調整額」については，０として試算している。 
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２．収支計画 

 

平成２２年度～平成２７年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

診療経費 

受託研究費等 

役員人件費 

教員人件費 

職員人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

減価償却費 

臨時損失 

２６８，８１２

２６８，８１２

２３３，６２１

２３，０２５

５９，８３６

９，７６２

６９６

７３，７７０

６６，５３２

９，５６８

３，１３５

０

２２，４８８

０

 

収入の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料収益 

入学金収益 

検定料収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

財務収益 

雑益 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

純利益 

総利益 

２６９，２４７

２６９，２４７

９２，６３３

３０，８７５

４，４５８

８３２

１１８，５８９

９，７６２

５，５５６

７６

７１４

５，７５２

０

４３５

４３５

（注１）受託研究費等は，受託事業費，共同研究費及び共同事業費を含む。 

（注２）受託研究等収益は，受託事業収益，共同研究収益及び共同事業収益を含む。 

（注３）純利益及び総利益には，附属病院における借入金返済額（建物，診療機器等の整備

のための借入金）が，対応する固定資産の減価償却費よりも大きいため発生する会計

上の観念的な利益を計上している。 
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３．資金計画 

 

平成２２年度～平成２７年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

２７７，４７３

２４５，４２３

９，６７５

２０，１０２

２，２７３

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

授業料及び入学料検定料による収入

附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

その他の収入 

財務活動による収入 

前中期目標期間よりの繰越金 

２７７，４７３

２６９，１２９

９７，００８

３６，１６４

１１８，５８９

９，７６２

６，７９８

８０８

５，２８３

５，２８３

０

７８８

２，２７３

（注）施設費による収入には，独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交

付事業にかかる交付金を含む。 
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（中期計画 別紙） 

別表（収容定員） 

平 

成 

22 

年 

度 

人間社会学域 

 （ うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

 （ うち医師養成に係る分野 

３，０２０人 

４００人 ） 

２，４３６人 

１，８１２人 

６１７人 ） 

教育学研究科 

 （ うち修士課程 

人間社会環境研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

自然科学研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

医学系研究科 

   うち修士課程 

     博士課程 

     博士前期課程 

     博士後期課程 

法務研究科（法曹養成課程） 

７０人 

７０人 ） 

１４６人 

１１０人 

３６人 

１，１７２人 

８１８人 

３５４人 

６０３人 

３０人  

３２０人 

１７８人 

７５人 

１０５人 

平 

成 

23 

年 

度 

人間社会学域 

 （ うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

 （ うち医師養成に係る分野 

３，０２０人 

４００人 ） 

２，４３６人 

１，８６９人 

６３９人 ） 

教育学研究科 

 （ うち修士課程 

７０人 

７０人 ） 

人間社会環境研究科 

うち博士前期課程 

博士後期課程 

自然科学研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

医学系研究科 

   うち修士課程 

     博士課程 

     博士前期課程 

     博士後期課程 

法務研究科（法曹養成課程） 

１４６人 

１１０人 

３６人 

１，１０８人 

７５４人 

３５４人 

６４１人 

３０人 

３２０人 

２１６人 

７５人 

９０人 
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平 

成 

24 

年 

度 

人間社会学域 

 （ うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

 （ うち医師養成に係る分野 

３，０２０人 

４００人 ） 

２，４３６人 

１，８８６人 

６５６人 ） 

教育学研究科 

 （ うち修士課程 

人間社会環境研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

自然科学研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

医学系研究科 

   うち修士課程 

     博士課程 

     博士前期課程 

     博士後期課程 

医薬保健学総合研究科 

   うち修士課程 

     博士課程 

     博士前期課程 

     博士後期課程 

法務研究科（法曹養成課程） 

７０人 

７０人 ） 

１４６人 

１１０人 

３６人 

１，０９３人 

７５４人 

３３９人 

４１３人 

１５人  

２４０人  

１０８人  

５０人 

２３９人 

１５人 

８０人 

１０８人 

３６人 

７５人 

平 

成 

25 

年 

度 

人間社会学域 

 （ うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

 （ うち医師養成に係る分野 

３，０２０人 

４００人 ） 

２，４３６人 

１，９０３人 

６７３人 ） 

教育学研究科 

 （ うち修士課程 

人間社会環境研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

自然科学研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

医学系研究科 

     博士課程 

     博士後期課程 

医薬保健学総合研究科 

   うち修士課程 

     博士課程 

     博士前期課程 

     博士後期課程 

法務研究科（法曹養成課程） 

７０人 

７０人 ） 

１４６人 

１１０人 

３６人 

１，０７８人 

７５４人 

３２４人 

１８５人 

１６０人 

２５人 

４７８人 

３０人 

１６０人 

２１６人 

７２人 

７５人 
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平 

成 

26 

年 

度 

人間社会学域 

 （ うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

 （ うち医師養成に係る分野 

３，０２０人 

４００人 ） 

２，４３６人 

１，９２０人 

６９０人 ） 

教育学研究科 

 （ うち修士課程 

人間社会環境研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

自然科学研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

７０人 

７０人 ） 

１４６人 

１１０人 

３６人 

１，０６３人 

７５４人 

３０９人 

医学系研究科 

 （ うち博士課程 

医薬保健学総合研究科 

   うち修士課程 

     博士課程 

     博士前期課程 

     博士後期課程 

法務研究科（法曹養成課程） 

８０人 

８０人 ） 

５９４人 

３０人 

２４０人 

２１６人 

１０８人 

 ７５人 

平 

成 

27 

年 

度 

人間社会学域 

 （ うち教員養成に係る分野 

理工学域 

医薬保健学域 

 （ うち医師養成に係る分野 

３，０２０人 

４００人 ） 

２，４３６人 

１，９２７人 

６９７人 ） 

教育学研究科 

 （ うち修士課程 

人間社会環境研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

自然科学研究科 

   うち博士前期課程 

     博士後期課程 

医薬保健学総合研究科 

   うち修士課程 

     博士課程 

     博士前期課程 

     博士後期課程 

法務研究科（法曹養成課程） 

７０人 

７０人 ） 

１４６人 

１１０人 

３６人 

１，０６３人 

７５４人 

３０９人 

６７４人 

３０人  

３２０人  

２１６人  

１０８人  

６５人 

 


